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​副首都法に関する施行令等の案についてのコメント​

​　国から施行令等の案が公表され、国の行政機構の立地状況、人口・​

​経済の集積状況など各要件が示されたところです。各要件における​

​北海道・札幌市の状況と照らし合わせますと、まさに合致していると​

​ころであり、まずは副首都の指定に向けたスタートラインに立つこと​

​ができたという点で、前向きに捉えております。​

​　また、今回の案には、申請にあたって必要となる、道府県と政令市​

​による連携協約についての具体的な内容などが示されており、これ​

​らにつきましても、必要な検討を早急に進めていきたいと考えており​

​ます。​

​　スタートラインに立った今、首都機能のバックアップや多極分散型経​

​済圏の形成という、副首都法に掲げる大きな意義を踏まえ、北海道と​

​の連携をさらに強化し、具体的な施策等の検討を加速させてまいり​

​ます。​

​札幌市長　秋元　克広​


